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２．����における��解体撤去

２．１　��解体撤去方法の概要
　��の解体撤去作業は、汚染拡大防止用のグ
リーンハウス（以下、「��」という）を解体撤去
対象��の周囲に設置し、空気供給式呼吸保護具
であるエアラインスーツを着用した作業員が切断
工具を駆使して、��や内装機器を切断する方法
で実施する。基本的な解体撤去作業のステップを
以下に示す２）。
①対象となる��周辺の非汚染機器を撤去
②��内のふき取り除染及びペイント固定を実
施
③��を排気系統から切り離して��を独立

④解体撤去用の��を設置
⑤��、内装機器の解体撤去を実施し、放射性
固体廃棄物として専用容器に収納

⑥解体撤去用��の除染、撤去を実施

　������に解体撤去用の��の概念図を、������に
エアラインスーツ作業の様子を示す。
　標準的な��は、������に示すように��の解体
撤去作業を行う主作業室であるルーム１と、エア
ラインスーツ脱装時に除染及び汚染拡大防止措置
を行うルーム２とルーム３、エアラインスーツ脱
装後の作業員の汚染検査を行うルーム４の４つの
部屋で構成される。

Fig. 3  A plastic enclosure surrounding dismantled GBs to prevent contamination from spreading into process room

Fig. 1  Appearance of PFFF Fig. 2  Typical GB for fuel fabrication equipment
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　ルーム１は、密封型のテントを二重張りにし
て、ブロアにより２段の高性能エアフィルタを介
して��内の空気を吸引することで負圧を維持す
る。また、火花が発生する工具を使用するため、
火災予防のために��内壁面に不燃シートを設置
するとともに床面に鉄板を敷設する３）。
　切断にあたっては、被切断物の形状や素材に応
じて適切な工具を選択する。例えば、��の天板
や架台の切断にはチップソーやレシプロソーを、
配管等の切断にはパイプカッターを、パネルや軟
質物の切断にはジグソーを使用する。
　切断後は、バッグアウト方式で��から搬出で
きるサイズに細断し、安全に取り扱えるように鋭
利な切断面や突起部をビニルシートやガムテープ
等を用いて養生した上で、専用の廃棄物容器に収
納する４）。
　��内で解体撤去作業を行う作業員は、カバー
オールの上にエアラインスーツを着用し、さらに
その上にエアラインスーツ保護のためにスーツカ
バー（２重）を着用する。手部については、綿手
袋の上に��用ゴム手袋（４重）を着用し、足につ
いては靴下の上にシューカバー（２重）、��用長靴
を着用する。
　エアラインスーツはルーム１内の汚染された空
気を侵入させないようにするため気密性が高く、
そのため作業時に発生する大量の汗はエアライン
スーツ内に留まることから内部は高温・多湿状態
になる。加えて視界が狭く、エアラインスーツを
膨らませるために作業員は身体感覚を研ぎ澄ませ
ながら、鋭利な切断工具や切断物を取り扱うこと

になる。このため、作業員の精神的、肉体的な負
荷は非常に高く、１日の��内におけるエアライ
ンスーツ作業（解体撤去作業）時間は原則として
１人当たり１時間までに限定している。エアライ
ンスーツの着脱装に約１．５～２時間を要すること、
１日の作業終了時に��周辺の汚染検査等の後片
付けも行うため、２チームにより午前１時間、午
後１時間、計２時間の解体撤去作業が基本とな
る。

２．２　��解体撤去の実績
（１）��解体撤去実績の概要
　����では、老朽化の度合い、使用履歴等を考
慮し、核燃料物質の閉じ込め機能喪失のリスクの
高いものから、順次解体撤去を進めており、２０１０
年に廃止措置段階に入ってから合計で１０基、容量
で約９０�3の��の解体撤去を行った。容量ベース
での進捗率は約１０％である。
　具体的には、第１期工事として２０１０年度から
２０１１年度にかけて４基の��（容量約４３��3）を解
体撤去し、次いで第２期工事として２０１２年度から
２０１３年度にかけた６基の��（容量約４７��3）の解
体撤去を行った。これら１０基の��はいずれも規
格外ペレット等からプルトニウム及びウランを回
収する湿式回収技術の開発に用いた設備を包蔵し
たものであり、内部で硝酸溶液を使用した履歴を
有する。
　������に解体撤去した��の配置を示す。

Fig. 4  Dismantling operations conducted by workers wearing air-feed suits
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（２）第１期工事
　２０１０年度から２０１１年度にかけて、�������	
�、
����、������、������（������では����と表記）
の４基の��（容量約４３��3）を解体撤去した。
　解体撤去した設備は規格外ペレット等からプル
トニウム、ウランを湿式で回収するための湿式回
収工程設備のうち、廃気処理工程設備（����）、
中和ろ過工程設備（����）、脱硝工程設備（�����
�、������）であった。������に第１期工事に係る
解体撤去前・解体撤去中・解体撤去後の様子を示
す。
　本解体撤去工事は、２０１０年８月１６日に開始し
た。途中、東日本大震災の影響等による中断期間
を挟んで２０１１年１０月１２日に完了した。解体撤去作
業に要した日数はトータルで２０３日、要した人工
数は２，９７６人・日であった。

（３）第２期工事
　２０１２年度から２０１３年度にかけて、��������	
、
���、���、����、����、���の６基の��（容
量約４７��3）の解体撤去を行った。解体撤去した設
備は規格外ペレット等からプルトニウム、ウラン
を湿式で回収するための湿式回収工程設備のう
ち、溶液受入・貯蔵・計量工程設備（���）、溶液
脱硝工程設備（���）、焙焼還元工程設備（���、
����）、粉砕工程設備（����）及びこれらの設備
を連結する搬送用トランスファートンネル（���）
であった。������に第２期工事に係る解体撤去
前・解体撤去中・解体撤去後の様子を示す。
　本解体撤去工事は、２０１２年７月１６日に開始し
２０１３年１０月１１日に完了した。解体撤去作業に要し
た日数はトータルで３０３日、要した人工数は４，６０４
人・日であった。

Fig. 5  Layout of dismantled GBs in the wet recovery process room of the PFFF



― ５０ ―

デコミッショニング技報　第５２号（２０１５年９月）

Fig. 6  Progress of dismantling operations for GB (the first decommissioning period)

Fig. 7  Progress of dismantling operations for GB (the second decommissioning period)
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�４）��解体撤去作業に係る考察
　第１期解体撤去工事、第２期解体撤去工事のそ
れぞれについて、���に示す解体撤去作業のス
テップ毎の人工数割合を整理した結果を�������
に示す。
　解体撤去作業のステップ毎の作業量は、対象設
備の構造、配置、内装機器の物量など多くの要因
によって変わるが、これまでの解体撤去作業につ
いては、エアラインスーツを着用して行う��の
解体撤去と��の除染・撤去の２ステップの作業
の合計が約６０％を占めるという結果になった。今
後、エアラインスーツ作業の期間を短縮していく
ことが、作業員の安全性向上、解体撤去コストの
削減を図る上で極めて重要である。
　次に、解体撤去作業に伴い発生する廃棄物発生
量を整理した結果を�������に示す。廃棄物は、
紙、布、プラスチックなどの可燃性廃棄物、塩化

ビニル、ゴム類などの難燃性廃棄物、金属などの
不燃性廃棄物に区分して梱包し、専用の廃棄物容
器に入れる。��を解体撤去することにより直接
発生する１次廃棄物は、��や内装設備の大部分
が金属製であるため、その８０％以上を不燃性廃棄
物が占めている。一方、��を解体撤去する作業
に伴って発生する２次廃棄物は、スーツカバーと
いった作業装備、��本体など可燃性・難燃性の廃
棄物が中心となり、その割合は２次廃棄物発生量
のうち約７０％～８０％を占めている。トータルの廃
棄物発生量は、解体撤去対象物の容量の合計であ
る約９０��3に対し、１．３倍の約１１３��3になった。こ
れは前述の１次廃棄物に加え、２次廃棄物が発生
するためである。
　これら放射性廃棄物の発生量、割合のデータ
は、今後の���施設の廃止措置計画立案に当
たって貴重なデータとなる。

Table 3  Breakdown of required workforce for dismantling operations for GB

第２期工事第１期工事ステップ

�������①�非汚染機器の撤去

������②�除染・汚染の固定

������③���の独立

��������④���の設置

��������⑤���の解体撤去

��������⑥���の除染・撤去

Table 4  Breakdown of radioactive waste generated in the first and second decommissioning periods

第２期工事（����）第１期工事（����）種　　類

（���������）����（���������）����可燃物

放射性１次廃棄物
（�������）����（�������）����難燃物

（����������）������（����������）�����不燃物

（����������）�����（����������）�����小　計

（���������）�����（�������）����可燃物

放射性２次廃棄物
（�������）����（�������）����難燃物

（���������）����（���������）����不燃物

（���������）�����（���������）�����小　計

（����������）�����（����������）�����合　　計
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３．��解体撤去技術の開発

　現在の��解体撤去技術は実績も多く技術的に
は確立されているが、潜在的なリスクは高く、高
コストである。エアラインスーツ作業による切断
作業、廃棄物の分別・梱包作業が全体の約５０％を
占めており、この作業工数を削減させることが安
全性と経済性の向上に有効である。
　近年、遠隔操作が可能な小型の重機開発が進ん
でいる。重機は自走が可能で、油圧システムを用
いたパワフルな切断作業もでき、切断ツール等の
アタッチメントの品揃えも充実して種々の作業を
担えるため、��の解体撤去作業に十分活用でき
ると考えられた。そこで、小型重機を活用した遠
隔解体撤去技術の開発に着手した。

３．１　開発の方向性
　小型重機の活用を前提とした��の遠隔解体撤
去技術には、重機を用いるが故に必要となる開発
要素がいくつかあると考えられた。本技術に求め
られる主な要求事項と開発する技術項目について
整理すると以下のとおりとなる。

（１）��解体撤去フィールドの開発
　��の解体撤去を行うことから、汚染拡大防止
措置は必須となる。そのため、これまでと同様に
��を設置した上で解体撤去作業を行うことが必
要になるが、従来の構造の��では重機が自走す
る際に床面が損傷したり、��解体撤去の際に発
生する切断片が勢いよく飛んで行くことで��の
壁面が破損したりする可能性がある。
　そのため��床面の強化を図り、また、切断片
が飛ぶことを防ぐバリヤを被切断物の周囲に設置
する��解体撤去フィールドの開発を行う。

（２）廃棄物処理エリアと粗解体物搬送システム
の開発
　重機を使用して粗く切断したものを廃棄物容器
に適した大きさに細断する作業や、廃棄物の分別
作業、鋭利な突起部を養生する梱包作業までを重
機に行わせることは非現実的である。そこで、重
機による切断は粗解体のレベルまでとし、そこか
ら先の細断・分別・梱包作業は人手で行うことを

前提とする。ただし、��内でエアラインスーツ
作業者がこれを実施すると作業時間を要し、工期
の短縮が困難になるため、��内にこれらの作業
を行う廃棄物処理エリアを設けて、��の外部か
らグローブ作業などにより処理する新しい廃棄物
処理システムを開発する。
　また、重機による粗解体位置から廃棄物処理エ
リアまで粗解体物を安全に運搬する遠隔搬送シス
テムも開発する。

（３）重機等のバッグアウト技術の開発
　環境への負荷低減を図ることも重要な開発テー
マとなる。廃棄物発生量の抑制に加え、��の解
体撤去コストの低減を図るため、ある��内での
解体撤去作業が終わったら別の��内で作業を行
えるよう資機材の再利用を推進する。そのため、
重機等を、包蔵性を担保したまま安全に移動させ
るためのバッグアウト技術を開発する。

（４）小型重機とアタッチメントの選定
　��内で重機の運転を行うことになるので、動
力として可燃性の燃料を使用する内燃機関を用い
ることはできない。そのため、電気で駆動する重
機を選定することになる。また、十分な切断力、
粗解体物の取扱いを容易に行えるような可搬力が
求められるため、油圧システムでアーム類を稼働
させる機能が必要となる。
　アタッチメントについては、少なくても切断用
と把持用の２種類が必要になると考えられる。特
に切断用のアタッチメントについては、火花の発
生が少なく、刃の交換頻度が低いタイプを採用す
ることが安全面、コスト面で重要となる。

　この新しい技術パッケージは、適切な汚染コン
トロール下で重機のパワーを使った作業と人手に
よる作業を組み合わせることで、解体撤去の実作
業時間の最大化とエアラインスーツ作業時間の最
小化を図り、安全性と経済性の向上を高い次元で
両立させる解体撤去システムである。
　原子力機構は「スマートデコミッショニングシ
ステム（以下、「���」という）」という名称で本
技術の開発を進めていくこととした。������に
���の概念図を示す。
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Fig. 8  Conceptual drawing of the smart decommissioning sys-
tem (SDS)

３．２　���による��解体撤去フロー
　現在検討を進めている���による��解体撤去
の流れは以下のようになる。
①小型重機の自走時においても床部分の包蔵性
を担保できる強固でかつ大規模な解体撤去
フィールドの構築
②火花の発生を伴う切断工具使用時における火
災防止対策として、エアラインスーツ作業に
よる事前の可燃物・難燃物の除去
③切断片による��の破損防止対策を施した上
で、小型重機を遠隔操作することで解体撤去
対象物の粗切断を実施
④粗切断物を同じ��の一角に設置する廃棄物
処理エリアに搬送
⑤廃棄物処理エリアにて、通常装備によるグ
ローブ作業で細断・分別・梱包・バッグアウ
ト作業を実施
⑥汚染されている小型重機等をバッグアウト
し、次の解体撤去フィールドで再利用
⑦使用済みの��の除染、撤去を実施

　現在、上記③のステップにおける具体的な��
の切断手順の検討を進めている。ここでは��等
を切断する小型重機と、切断片が飛ばないように
把持する小型重機の２台を使用するケースを想定
している。������に②から③のステップにおける
��解体撤去手順の概念図を示す。

②　可燃物除去
（GBパネル、GB
内部の可燃物を除
去）

③ －１　手前のフレ 
ーム切断、内装機
器の切断

③ －２　奥側のフレ 
ーム切断

③ －３　GB上下分
割
（GB側板の切断）

③ －４　GB天板の
下降
（高位置での天板
切断は困難のため
下降）

③ －５　GB天 板、
残りの側板等の切
断

Fig. 9  Procedure for dismantling GB in the SDS
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３．３　今後の展開
　���の開発は、概念検討をほぼ終えて現在は各
要素技術の開発フェーズに入りつつある状況であ
る。今後、各要素技術のモックアップ試験、実規
模でのモックアップ試験を経て、数年以内にホッ
ト環境下での試験に着手することを目指してい
る。
　���は、まずは����に適用してその技術のさ
らなる改良を図っていく。その後は、原子力機構
内の���施設をはじめとする大型の核燃料サイ
クル施設にも発展的に反映させていくことが期待
される。

４．おわりに

　プルトニウムを大量に取扱った施設の廃止措置
は国内でも初めての経験であり、安全性を確保し
つつ合理的・効率的に��の解体撤去作業を進め
ていく必要がある。���は、廃止措置に係る安全
性、経済性の向上に大きく寄与し得る解体撤去技
術であり、大型核燃料サイクル施設の廃止措置の
先駆者として着実に技術開発を進めていく。
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燃料第二開発室の廃止措置について，”デコミッ
ショニング技報，第４３号，����２－９（２０１１）．
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　原子炉解体などの高線量機器の解体作業は、作業員の被ばく低減の観点から水中で解体することが望ま
しい。水中レーザ切断が優れている点は、切断反力が少なく遠隔操作の容易性があること、切断幅が狭く
二次廃棄物が少ないこと、切断方法がシンプルで工程遅延等のリスクが低いことなどがあげられる。一
方、水中レーザ切断は汚染したオフガスに対する対応に配慮も必要がある。本書では、近年���により開
発された水中レーザ切断装置の概要を紹介し、これらの装置を水中機器解体の解体作業への有用性を示す。
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水中レーザ切断技術の開発

佐藤　誠一＊、稲葉　孝徳＊、猪瀬　幸太郎＊＊、松本　直幸＊＊、 原　祐治＊＊

���������	
����
	�����
����������


�������	�
�
��

������������＊��������	
������＊�������	��������＊＊�������	
����������＊＊�����������������＊＊

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１．水中レーザ切断のニーズ

　原子炉解体作業等の高線量機器の解体作業は作
業員被ばく低減の観点から、水遮へいを活用でき
る水中切断で解体することが望まれる。一般の軽
水炉の炉内構造物の解体作業では、水中プラズマ
切断などに代表する熱的切断から徐々に水中機械
式切断が採用されるようになってきている。前者

の熱的切断は装置がシンプルで切断反力がほとん
どないことから遠隔装置との相性がよく、使い勝
手が良い一方で汚染したオフガスの処理が課題と
なる。後者の水中機械式切断は汚染したオフガス
が生じないため作業員の内部被ばく低減に効果が
高い一方で、切断反力が大きいため遠隔装置を大
掛かりにする必要がある、遠隔装置のトラブルが
生じた際の復旧作業に難があるなど、コストと工

＊　：株式会社���　原子力セクター　除染・廃炉事業統括部（�������	
���
���������		
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＊＊：同社　生産技術センター　溶接技術部（�������	
����
�
��	������	��
�����
��������������	��
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����������）
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程の不確実性が課題となる。
　解体作業に用いる切断工法は工事の確実性と汎
用性の高いものが必要とされるので、熱的切断の
うち比較的切断幅の狭い水中レーザ切断につい
て、オフガスの課題を確認した上で、実機適用が
可能か検討することにした。水中レーザ切断と他
工法と比較したまとめを�������に示す。アシス
トガスの汚染空気放出以外は水中レーザ切断が優
れており、解体に用いる切断手法としてレーザ切
断は汎用性の高い工法であることがわかる。

２．技術課題

　水中レーザ切断のニーズの一つとして、炭酸ガ
ス炉の使用済燃料用の鋼製箱の切断・解体作業が
ある。鋼製箱の解体は一日一個のペースで実施で
き、装置はできるだけ簡易な遠隔装置を用いこと
ができるようにする必要がある。それらを達成す
るために技術課題として以下を設定し、各種試験
を実施した。
（１）技術課題
　①切断速度：１００����分以上

板厚６．３５���の鋼製箱の切断作業時間（アー
クタイム）を２時間程度とし、解体に要する
切断長（１０��）を考慮し設定

　②スタンドオフの幅：凹凸に追従可能
簡易な遠隔装置で切断できるよう、ある程度
の凹凸に対応できるようにスタンドオフの幅
を設定
（注）スタンドオフ：切断トーチと対象物の距離
③水深：６�で切断解体可能
使用済み燃料プール水深に相当する深さで切
断可能であること

④アシストガス：圧縮空気
高価な酸素はできるだけ避け、圧縮空気を使
用すること

　⑤水による汚染除去機能の確認（ＤＦ）
汚染鋼製箱を水中レーザ切断した際に生じる
汚染空気（オフガス）が、水を通過すること
で汚染除去される程度を確認すること

（２）技術課題解決および実証のための試験
・切断条件確認試験
・水深６�切断モックアップ実証試験
・汚染試験片を用いたホットバブル試験

３．水中レーザシステムの構成
　水中レーザシステムの構成１），２）を������に示す。

４．試験結果

４．１　切断条件確認試験
　実機鋼製箱の板厚は６．３５���である。溶接部の
脚長を考慮し試験片の板厚は１２���を設定し、
������に示すレイアウトで切断条件確認試験を実

Table 1  Merits of laser cutting

Fig. 1  System configuration of underwater laser cutting
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施した。

（１）試験装置
・水槽　１�（水深）�１��１�
・駆動装置　六軸ロボット

（２）試験条件
・試験材料　炭素鋼（��４９０）
・水深　０．２��
・トーチ姿勢　
下向き切断
横向き切断

・試験片板厚　１２���
・アシストガス　圧縮空気
・レーザ出力　最大７��

（３）切断条件確認結果
　切断条件確認試験結果を以下に示す。
・レーザ切断速度：（目標クリア）
・スタンドオフ裕度：凹凸に対応可
　切断条件確認試験結果から、スタンドオフ裕
度を設定した上で、目標の切断速度で切断でき
ることを確認した。
・切断時のトーチ姿勢は、下向きから横向きま
で裕度を持って、切断できることを確認した。

　���の水中レーザ切断は、������、������に示す
ようにトーチ姿勢（下向き～横向き）を自由に設
定できること、スタンドオフの幅が広く凹凸に対
する切断裕度を持つこと、十分な切断速度を有し
ていることを確認した。

（４）切断面の観察結果
　切断面観察の結果、以下を確認した。
・切断カーフ幅：１��
・熱影響範囲

　　　表面：０．２���
　　　裏面：１��
　カーフ幅は１��と狭く溶融金属自体も少な
い。また、溶融金属（ドロス）の大半は切断した
裏面に固着し回収が容易のため、二次廃棄物の発
生が少ないことを確認した（������）。

Fig. 3  Down position (vertical)

Fig. 4  Side position (horizontal)

Fig. 5  Cross-sectional observation

Fig. 2  Schematic illustration of laser cutting at 200 mm water depth
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４．２　水深６�切断モックアップ実証試験
　水深６�切断モックアップ実証試験は、解体作
業を行う使用済み燃料プールの水深に相当する水
槽を用意した。実際の鋼製箱を解体する水深（６
�）を模擬した水中レーザ切断の実証試験を実施
した（������）。

（１）試験装置
・水槽　１��２��６�（水深）
・�－��駆動装置

（２）試験条件
・試験材料　炭素鋼（��４９０）
・水深　６�
・トーチ姿勢　
下向き切断
横向き切断

・試験片板厚　１２���
・スタンドオフ　凹凸に対応可能
・アシストガス　圧縮空気
・レーザ出力　最大７��

（３）試験結果
　切断条件確認試験で確認した条件が、水深６�
においても適用できることを実証した。
・レーザ切断速度：（目標クリア）
・スタンドオフ裕度：凹凸に対応可能
　切断条件確認試験結果から、スタンドオフ裕度
を設定した上で、目標の切断速度で切断が可能で
あることを実証した。

・切断時のトーチ姿勢は、下向きから横向きま
で裕度を持って、切断できることを確認した。

　���の水中レーザ切断は、実機解体の水深６�
と同等の条件においても、トーチ姿勢（下向き～
横向き）を自由に設定できること、スタンドオフ
の裕度が広く凹凸に対する切断裕度を持つこと、
十分な切断速度を有していることを実証した。

４．３　汚染試験片を用いたホットバブル試験
　レーザ切断時生じる汚染したオフガス中（ホッ
トバブル）に同伴する汚染物質が、水中を通過す
ることで放射能除去される程度（��）を確認する
目的でホットバブル試験を実施した。

（１）試験施設
　���の米国関係会社が保有するホット試験設備
（������）にて実施した。
　

（２）試験装置
・水槽　φ６．１��４�（水深）
・�－��駆動装置

（３）試験条件
・試験材料　炭素鋼

　　実機汚染鋼製箱から試験片を作成
・試験片寸法　４８０����５１０����ｔ６．３５���
・汚染状況　１０．３��������
・切断水深：１�、２�、３�、４�
・トーチ姿勢　

　　　横向き切断
・アシストガス　圧縮空気
・レーザ出力　最大７��
　汚染した実機鋼製箱の試験片を������のレイア
ウトでホットバブル試験を実施した。試験片は、Fig. 6  Underwater demonstration test 6 m depth

Fig. 7  Underwater demonstration test (IHI Southwest Tech-
nologies：San Antonio, Texas USA)
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������に示すように�－�架台に取付けて水中に
設定した。アシストガス（オフガス）の全量をサ
ンプル回収し、オフガスに移行する放射能を計測
した。また切断前後の水のサンプルを取得し水に
移行する放射能計測をした。

（４）試験結果
１）放射性核種計測の結果、優位な計測（検出
限界以上）ができたのは��－１３７であった。
２）�������より、水中レーザ切断で放出される
放射能は水深の影響がほとんどないことを確
認した。
３）��－１３７について、単位長さ切断（１��）
あたりのオフガスへ移行する放射能を計測し
た結果、オフガスへ移行する��－１３７は２３９�
�����、水へ移行する��－１３７は３８７０������

であった。
４）汚染したオフガスが水を経過することで放
射能を除去する機能（��）は概算であるが、
��２０程度であることを確認した。

　

５．今後の展開

　���の水中レーザ切断は、汎用性の高い切断工
法である。今回は鋼製箱解体（炭素鋼の切断）を
対象として、技術開発の内容を紹介した。今後
は、原子炉解体における炉内構造物の切断等へ
も、水中レーザ切断を展開することを視野に入
れ、ステンレス鋼材等の切断・解体も確認し、技
術を確立していく所存である。
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Fig. 8  Test equipment and test procedure of hot bubble test

Fig. 9  X-Y stand

Fig. 10  Cs-137 activities tansferred to water and air 
(per 1 cm cutting)
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納入実績 

 国 際 放 射 線 防 護 委 員 会 (ICRP)1990 年 勧 告
（Publication 60）対応版としてしゃへい物に係わる限度
等、使用施設等に係る基準となる量として新たに定義され
た実効線量Ｅを算出する計算コードをサポートする総合計
算システムです。 
 充実したユーティリティプログラムや Windows環境での
データハンドリングの快適な操作性がしゃへい設計作業の
効率化に役立つこととなるでしょう。 

国際放射線防護委員会（ICRP）1990年勧告
（Publication 60）対応 

γ線しゃへい計算システム 

点 減 衰 核 法 に よ る γ線 簡 易 
し ゃ へ い 設 計 コ ー ド の 
運 用 環 境 を 提 供 致 し ま す 。 

● 日本原子力研究開発機構 
原子力科学研究所 

● 日本原子力研究所 東海研究所 
● 日本原子力研究所 大洗研究所 
● 核燃料サイクル開発機構 

大洗工学センター 
● 核物質管理センター 
● 京都大学原子炉実験所 
● 東京電力柏崎刈羽原子力発電所 
● 日本アイソトープ協会 
● 日揮 

● 清水建設 
● 大成建設 
● 大林組 
● 日立エンジニアリング 
● ﾆｭｰｸﾘｱ・ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ 
● 放射線医学総合研究所 
● 海上技術安全研究所 
● 高エネルギー加速器研究機構 
● 電力中央研究所 

順不同、敬称略、法人格名略 

価格(税込)1ライセンス 500,000円 動作環境 Microsoft Windows XP/Vista(32bit, 64bit)/7(32bit, 64bit) 

γShielder 価格・動作環境 

概要 

Windows 7対応版を販売しています。 
旧バージョンからのアップグレード特別価格：99,360円（税込） 

原子力関連施設の安全性評価のための解析業務に豊富な実績があります 

 原子力関連施設の安全性評価では、放射性物質発生量の計算から、人の被ばく線量計
算にいたるまで、様々な解析手法を駆使する必要があります。V.I.C.は、関係省庁や各研究機
関と協力し、一連の解析手法に関連する技術・知見を積み上げてきています。 
 

● 廃棄物中の放射能量の計算（燃焼計算、放射化計算）－ORIGEN2 
● 放射線輸送計算、遮へい計算－QAD、MCNP、PHITS  
● 埋設処分施設の安全評価（地下水流動解析、核種移行解析、線量評価） 

－3DSEEP、Dtransu、TOUGH2、GSA-GCL、GSRW  

2次元物質移行解析結果例 1次元核種移行解析結果例 



半世紀に渡る切断技術を極めた
切断・切削・研削のパイオニア

浅見工業株式会社
http://asami-k.co.jp

☜ この様な大型難削
材でもバンドソーは対
応可能です。

■ オペレーターは、切断現場作業外で操作

パネル、モニターで遠隔操作等 ≪開発中≫

■ 遠隔操作による鋸刃交換 ≪開発中≫

〒377-0025 群馬県渋川市川島1081 TEL 0279-23-6130  FAX 0279-24-6795

　　　また、自社工場ではそれらを用いての各種切断作業（破壊テストピース採取、大型素材

からの個取り）等も拝命しております。　切断でお困りの際はご用命下さい。

高性能自動式ガントリー型帯鋸盤

浅見工業株式会社は、
ニーズの聞き取りから
特殊切断機の
設計、開発、

設置までを行う会社です。

・取扱例：
　KASTOmaxcut OEM特注

・切断可能大きさ：
　1600mm＊1600mm
・仕様：
　耐久型構造、
  中型材から大型
  難削材切断仕様
（鋸刃は超硬・バイメタルを使用）

その他：　◆超大型化仕様　◆水中切断仕様　◆高耐久仕様　◆遠隔操作仕様等

ご希望に合わせてコーディネートを行います。

取扱例

≪開発中特注仕様等≫

廃棄物処理現場用帯鋸盤　減容化目的特注仕様

帯鋸切断機イメージ

■ 油圧に代わって全ての駆動装置はエレク
　　トリックモーター仕様に

■ 鋸刃の冷却・潤滑は特殊エアー等採用

■ その他切断作業内で随所に特殊仕様導入

≪開発中≫

ニッケル合金モネル合金チタン合金インコネル合金



〒１０５－００１３ 東京都港区浜松町1丁目27番9号トラストビル7階
TEL ０３－６４３５－９５６８ FAX ０３－６８０９－１３８４

E-mail   info@ricanal.jp
URL    http://www.ricanal.co.jp

RICANALは放射線遮蔽分野においてトップレベルの技術をご提供いたします

安心・安全・信頼を実現するテクノロジー

放 射 線 遮 蔽 塗 料
「鉄の比重で鉛と同等の遮蔽率」

国際出願 No.PCT/JP2014/057268

株式会社 RICANAL

■ 完全防水・水洗い可
■ 高視認性（反射機能生地使用）

6.6%の遮蔽率は、γ線Cs-137の点線源で測定した数値です。実際
の作業環境化では、γ線は点線源ではなく面線源のため、当該遮

蔽率でも充分な安全性が確保できます。

放射線遮蔽コンテナ 放射線遮蔽運搬用コンテナ

シート写真

特願No.2014-2219968

特願No.2015-96014

「鉛と同等の遮蔽率で鉛より比重が小さい」

放射線遮蔽体

シート状放射線遮蔽体

塗布型放射線遮蔽材及び放射線遮蔽性エラストマー材料
国内優先特許 特願No.0214-053979

特願No.0214-041587 特願No.0214-041588

防護服

出願特許

出願特許

出願特許

放射線遮蔽保管用コンテナ

放 射 線 遮 蔽 シ ー ト

放射線遮蔽防護服

ＲＩＣＡＮＡＬ製シートが薄膜で放射線遮蔽効果が高い理由

RCh-TypeⅠ 総重量 4.1Kg シート厚 0.5mm

《東京都立産業技術研究センター測定 （26依開バ 第1114号）》

（蝶理株式会社 製造）

（株式会社リカナル 製造）

外周（上面・底面・側面）を二重構造にしたステンレスの隙間
に遮蔽塗料を抽入した六角形のハニカム構造コンテナです。

放射線遮蔽率99%以上も可能

2014年1月10日、RANDEC様ご協力のもと、福島県いわき市に於いて放射線量
4.241µSv/hの汚染瓦礫の入ったフレコンバッグを遮蔽コンテナに入れた場合の

放射線減衰量試験を行いました。

■ コンテナ表面から距離１ｍ

フレコンバック線量4.241µSv/h → 0.068µSv/h  98.3%の減衰効果

■ コンテナ表面から距離１Ｃｍ

フレコンバック線量4.241µSv/h → 0.484µSv/h  88.5%の減衰効果

Cs-137遮蔽率 6.6%

γ線は,物質の中で光電効果やコンプトン散乱反応を起こし,エネルギーが吸収されたり、入射したγ線が散乱したりします。
弊社シートは、その放射線エネルギーの吸収作用が高い原子の電子をラジカル軌道にし,物質の中で電子が自由に作用

できるような散乱効果を高める物質を付加した薄膜シートを積層しているため、薄膜でも遮蔽効果が高いのです。

RCh-TypeⅡ 総重量 8.0Kg シート厚 1.0mm

RCh-TypeⅢ 総重量 12.0Kg シート厚 1.5mm

Cs-137遮蔽率 9.6% 

Cs-137遮蔽率 11.8%




